
超⾼齢社会の研究フロンティア
⾼齢・⻑寿への社会的側⾯からのアプローチ

会
場

東京都千代⽥区丸の内１丁⽬７−１２
サピアタワー10階
東北⼤学東京オフィス 会議室A

お申し込みはこちらから！→
定員30名（先着順）

プレゼンテーター
 駒村康平：慶応義塾⼤学 ファイナンシャル・ジェロントロジー研究センター⻑
 飯島勝⽮：東京⼤学 ⾼齢社会総合研究機構 機構⻑・未来ビジョン研究センター 教授
 吉⽥ 浩：東北⼤学 経済学研究科 ⾼齢経済社会研究センター⻑

2025年
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受付開始

開式の⾔葉

セッション１：東京⼤学（飯島勝⽮）
⾼齢社会総合研究から考える”まちづくり”
∼健康⻑寿と幸福⻑寿の両⽴を⽬指して∼
 マチによるソリューション

セッション２：慶応義塾⼤学（駒村康平）
加齢に伴う認知機能の低下が経済活動に与える影響
 カネに係るソリューション

コーヒーブレイク

セッション３：東北⼤学（吉⽥浩）
超⾼齢社会の地域の持続可能性
 ヒトに係るソリューション

まとめと討議（吉⽥浩）

産学・交流会

12:30

13:00

13:10-14:05
  13:10-13:50 報告
  13:50-14:05 討論

14:05-15:00
  14:05-14:45 報告
  14:45-15:00 討論

15:00-15:15

15:15-16:10
  15:15-15:55 報告
  15:55-16:10 討論

16:10-16:30

17:00-19:00

(        )

(        )

(        )

￥5,000程度／⼈

⾼齢社会問題研究機関拡⼤合同シンポジウム

主催：東北⼤学⼤学院経済学研究科 ⾼齢経済社会研究センター

本シンポジウムは研究成果展開事業共創の場形成⽀援プログラム令和6年度他機関等との連携強化による拠点ビジョン実
現の⾼度化・発展⽀援、東北⼤学社会にインパクトある研究の助成を受けたものです。

お問い合わせ：東北⼤学⼤学院経済学研究科 ⾼齢経済社会研究センター rcaes_info@grp.tohoku.ac.jp



セッション内容紹介

東京⼤学・⾼齢社会総合研究機構（Institute of Gerontology）は、「個（個⼈のエイジング：
加齢）」と「地域社会」の両⾯から諸問題の解決に取り組むために、学際的・総合的・実践的な
知の体系【総合知】を創成し、分野横断型および産学官⺠協同の問題解決型実証研究（アクショ
ンリサーチ）によって新たな知識と技術を地域社会に還元・実装する研究機構である。”⻑
寿”と”⽣きがい”を⾃⼰実現できる新たな価値を感じる地域コミュニティのリデザインを⽬指
している。特に健康⻑寿実現のため、新概念「フレイル」の予防は重要であり、栄養・⾝体活
動・社会参加の３つを総合的に底上げされる必要があり、個々⼈の⾏動変容を促すと同時に、住
⺠が住んでいる地域コミュニティの受け⽫側の機能も重要となる。すなわち、フレイル予防はま
さに「まちづくり」として取り組む総合的アプローチである。

１
⾼齢社会総合研究から考える”まちづくり”
∼健康⻑寿と幸福⻑寿の両⽴を⽬指して∼

飯島 勝⽮（いいじま かつや）
東京⼤学 ⾼齢社会総合研究機構 機構⻑・未来ビジョン研究センター 教授
1990年東京慈恵会医科⼤学卒業後、千葉⼤学医学部附属病院にて循環器内科として活躍。
その後、スタンフォード⼤学医学部循環器内科研究員、東京⼤学⼤学院医学系研究科加齢医
学講座講師、東京⼤学⾼齢社会総合研究機構教授を経て、2020年より現職。

３ 超⾼齢社会の地域の持続可能性   

東北⼤学⼤学院経済学研究科⾼齢経済社会研究センターは、⾼齢経済社会及びそれに対応した公
共政策について先端的な研究を⾏い、⾼齢化の進⾏に伴う諸問題に適⽤して問題解決に資すると
ともに、その成果を広く社会貢献・教育等にも活⽤することを⽬的として、2015年に設⽴され
た。今回のシンポジウムでは、少⼦・⾼齢化の進⾏と社会の持続可能性に関し、定量的な解決策
として、従来の⾼齢化率や総⼈⼝数の減少に代わって、退職者／就業者⽐率による経済的な使⽤
を提起し、これを維持するために「ヒト」を中⼼とした公共政策の在り⽅と解決するべき問題点
を議論する。また、寿命の伸⻑に対応した⽣涯の働き⽅として、⼦育てモラトリアムのシステム
とシミュレーション結果を紹介する。

吉⽥ 浩（よしだ ひろし）
東北⼤学⼤学院経済学研究科 教授、⾼齢経済社会研究センター⻑
1995年⼀橋⼤学経済学研究科博⼠課程単位取得退学。明海⼤学経済学部専任講師などを経て
2007年4⽉より現職。

寿命の伸⻑により、⽼後期間が⻑くなっている。2020年の最頻死亡年齢は男性89歳、⼥性93歳
ですでに⼈⽣90年に差し掛かっている。他⽅で、加齢にともなう認知機能の低下により経済活動
への判断能⼒は低下する。軽度認知障害、認知症を合計すると1000万⼈を超え、その保有する
⾦融資産は250兆円を超える。本報告では、内閣府SIPの事業で進めている「⾦融包摂」研究の⼀
貫として、加齢に伴う認知機能の低下が経済活動に与える影響を分析し、その対応策を考える。

2 加齢に伴う認知機能の低下が経済活動に与える影響   

駒村 康平（こまむら こうへい）
慶應義塾⼤学経済学部 教授、ファイナンシャル・ジェロントロジー研究センター⻑
1995年慶應義塾⼤学⼤学院経済学研究科博⼠課程単位取得退学。国⽴社会保障・⼈⼝問題研
究所（社会保障研究所）研究員、駿河台⼤学経済学部助教授、東洋⼤学経済学部教授を経
て、2007年4⽉より現職。公職として厚⽣労働省顧問、社会保障審議会委員、社会保障制度
改⾰国⺠会議委員。


